
高齢者施設のコロナ対策への主な支援策

事業名 概要 所管部署及び連絡先

①高齢者施設に対する
医療体制強化事業

高齢者施設の施設療養者に対して施設内において診療が実施できるよう、
関係機関と連携して医療提供体制を整備【詳細は別紙１－１参照】

感染症対策部防疫・情報管理課保健所連携支援担当
（０３－５３２０－５８８０）

②高齢者施設等への
ワクチン接種促進

高齢者施設等の入所者及び従事者に対する接種機会を確保し、接種促進を図る
ため「ワクチンバス」を派遣【詳細は別紙１－２参照】

感染症対策部防疫・情報管理課
新型コロナウイルスワクチン担当
（０３－５３２０－４５６７）

③高齢者施設等への医療
チーム派遣支援事業

高齢者施設等へ医療人材を派遣した医療機関に対し経費を支援【詳細は別紙１
－２参照】

感染症対策部事業推進課医療体制担当
※お問い合わせ等は下記メールアドレスにお願いします。

koureisyahaken@section.metro.tokyo.jp

④高齢者施設等の感染制御・業
務支援体制強化

・感染拡大防止に関する相談を受け付ける相談窓口を設置
・感染発生時又は平時に即応支援チームが現地を訪問し、施設の対策を助言
【詳細は別紙１－３を参照】

感染症対策部防疫・情報管理課防疫担当
（相談窓口はこちら ０１２０－６０１－５９０）

資料１

【感染症対策部】

５類移行後の都の対応方針（令和５年４月）等に基づき、平時の医療体制への移行促進や機動的に対応できる体制を確保

都の対応方針

１ 全国一律の方針に基づき実施していく事業
国の方針に従い、原則７月～９月（３か月分）までの予算を計上
・病床確保料、入院医療費の公費支援 ※ワクチン接種体制の確保等については、７月～３月（９か月分）までの予算を計上

２東京モデルとして当面継続すべき事業
平時の医療体制への移行を見据え、原則７月～３月（９か月分）までの予算を計上
・相談体制や後遺症対策など継続して実施すべき事業
・高齢者等医療支援型施設など、ハイリスク層を守るため必要な支援
・感染が拡大した場合に医療ひっ迫回避のための体制確保

予算計上の考え方



①高齢者施設に対する医療体制強化事業

✓ ５類移行後も、重症化リスクが高い高齢者が多く生活する高齢者施設の入所者に対して
医療提供体制を整備

概 要

資料１－１

＜対象施設＞

高齢者施設

施設入所者の新型コロナウイルス感染症
陽性が判明

介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、
介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、
認知症対応型共同生活介護事業所、養護老人ホーム、
軽費老人ホーム、有料老人ホーム、
サービス付き高齢者向け住宅、短期入所生活介護事業所、
短期入所療養介護事業所

地区医師会等
窓口

当番医療機関

① 相談・往診依頼
② 依頼先窓口案内

保健所

保健所

東京都新型コロナ

相談センター

センター

③
診
療
依
頼

地区医師会の当番へ依頼1

広域対応医療機関へ依頼２

広域対応医療機関

窓口設置方式

調整

又は

当番表方式

直接依頼

④ 診療（往診または遠隔)

③
診
療
依
頼



✓ 高齢者施設等の入所者及び従事者に対し、早期のワクチンの接種機会を確保

✓ 「ワクチンバス」の機動性を活かし、複数施設へ医療従事者等を派遣し接種実施

対象 ▪ 高齢者施設等

接種規模 ▪ ５００名/日程度

ワクチン ▪ ファイザー社製（オミクロン株対応等）

接種体制

派遣チーム：医師１名、看護師４名、補助員６名程度

バス：１～２台（接種用・ワクチン冷蔵運搬用）

（イメージ）

・ １編成

②高齢者施設等へのワクチン接種促進 資料１－２

・最大５編成で運用

③高齢者施設等へ医療チーム派遣事業

✓ 高齢者施設等へ看護師等の医療従事者を派遣した医療機関に対し経費を支援

対象 医療従事者を派遣した保険医療機関

補助上限額

▪医師
▪看護師
▪その他医療従事者
※看護師単価については、令和５年９月３０日までの派遣に限った特例

１５，１００円／１人１時間
８，２８０円／１人１時間
５，５２０円／１人１時間



✓ 感染制御に関する専用相談窓口を設置し、感染者発生の有無を問わず、施設からの相談に
幅広く対応

✓ 感染者発生時は、即応支援チームが24時間以内に現地を訪問し、施設の対策を支援

保健所

※地区医師会の医療支援チームや往診医も適宜フォロー

感染発生時

感染対策
支援チーム

発生の連絡

支援要請 都健康安全
研究センター

TEIT

高齢者入所施設
障害者入所施設

相談

電話等による支援
専用相談窓口 即応支援チーム

派遣調整
共同支援

（実地疫学調査チーム）

情報共有
・連携

より専門性が求められる感染拡大予防策を支援（現地１～２回＋電話等による支援）

原則として24時間以内の現地訪問、継続支援

情報共有
・連携

保健所

高齢者施設

障害者施設

④高齢者施設等の感染制御・業務支援体制強化 資料１－３
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